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議案番号 部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名

議案第25号 総 務 5
款２　総務費、項１　総務管理費、目25　安心安全費、大01　地域防犯
推進事業、小01　地域防犯推進事業の詳細

西 岡

議案第25号 総 務 7～8 会計年度任用職員に係る給与費及び職員数 西 岡

議案第25号 総 務 9 広報における映像コンテンツ充実の詳細 後 藤

議案第25号 総 務 11 時間外勤務時間数等の推移 後 藤

議案第25号 総 務 13～24 危機管理センターの設置に関する政策調整会議の資料及び議事録 石 田

議案第25号 総 務 25 西宮市、高松市、東大阪市の危機管理センターとの比較 石 田

議案第25号 総 務 27 危機管理センター設置に伴う執務室の移転について 石 田

議案第25号 総 務 29 過去5年間の人件費と職員数の推移 吉 瀬

議案第25号 総 務 31 危機管理センター設置前後の比較 村 口

議案第25号 総 務 32
各避難所の避難所運営マニュアルの改訂作業の取組状況及び改訂作業に
係る支援内容

村 口

議案第25号 総 務 33 危機管理室センターに関する予算の内訳 塩 見

議案第25号 総 務 35 ＮＡＴＳ各市における大卒初任給比較 塩 見

議案第25号 総 務 36～37
令和2年度（2020年度）～令和3年度（2021年度）　保健所職員の配置経
過

塩 見

議案第25号 総 務 38 保健所職員の時間外勤務時間数の推移 塩 見

議案第25号 総 務 39 保健所職員の年次休暇等の取得状況 塩 見

議案第25号 行政経営 41 情報化推進事業の詳細 西 岡

議案第25号 行政経営 42～43 情報政策に関する拡充事業の概要 後 藤

議案第25号 行政経営 45 今後３年間の市債元金及び利子償還額の見込み（一般会計分） 後 藤

議案第25号 行政経営 46
令和3年度（2021年度）及び令和4年度（2022年度）一般会計における国
庫支出金・府支出金の状況

吉 瀬

議案第25号 行政経営 47～58
吹田市情報セキュリティポリシーが適用される行政機関ごとの業務内容
及び実施手順

村 口

議案第25号 行政経営 59～60
本市における自治体ＤＸの進捗状況及び情報システム等の標準化に関す
る市独自制度の取扱

塩 見

議案第25号 税 務 61～62 税務システム標準化対応等支援業務の委託による拡充について 後 藤

議案第25号 消 防 63 （仮称）北消防署北千里出張所建設ほか工事設計業務の詳細 西 岡

議案第25号 消 防 64 南消防署南正雀出張所の建設工事費の詳細 吉 瀬

議案第36号 行政経営 65 令和3年度（2021年度）における財政調整基金に係る予算の推移 塩 見

追加提出分

議案番号 部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名

議案第25号 総 務 67～69
平成８年版　官庁施設の総合耐震基準及び同解説の写し（P14～15抜
粋）

石 田

議案第25号 総 務 70～75
平成８年版　官庁施設の総合耐震基準及び同解説の写し（P23～27抜
粋）

石 田

要求委員名

要求委員名

 3 



 4 



款
２
　
総
務
費
、
項
１
　
総
務
管
理
費
、
目
2
5
　
安
心
安
全
費
、
大
0
1
　
地
域
防
犯
推
進
事
業
、
小
0
1
　
地
域
防
犯
推
進
事
業
の
詳
細

内
容

金
額
（
千
円
）

報
酬

7
,8

3
7
会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬
（
青
色
防
犯
パ
ト
ロ
ー
ル
員
、
防
犯
活
動
推
進
員
）

7
,8

3
7

職
員
手
当
等

1
,4

5
0
会
計
年
度
任
用
職
員
期
末
手
当

1
,4

5
0

共
済
費

1
,6

1
4
会
計
年
度
任
用
職
員
大
市
共
負
担
金
、
雇
用
保
険
料
負
担
金
ほ
か

1
,6

1
4

報
償
費

3
2
1
安
心
安
全
の
都
市
づ
くり
市
民
会
議
　
講
師
謝
礼
金
等

3
2
1

会
計
年
度
任
用
職
員
　
通
勤
手
当

5
3
9

オ
ウ
ム
真
理
教
対
策
関
係
市
区
町
連
絡
会
総
会

3
3

会
計
年
度
任
用
職
員
貸
与
用
被
服

8
0

防
犯
パ
ト
ロ
ー
ル
、
防
犯
啓
発
用
品
等
購
入
費

5
8
9

安
心
安
全
マ
ッ
プ
印
刷
代

5
7
6

安
心
安
全
の
都
市
づ
くり
市
民
会
議
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
チ
ラ
シ
等
印
刷
代

6
8

光
熱
水
費

2
,4

4
2
公
共
施
設
等
防
犯
カ
メ
ラ
電
気
代

2
,4

4
2

役
務
費

1
2
0
市
民
会
議
筆
耕
翻
訳
料

1
2
0

青
色
防
犯
パ
ト
ロ
ー
ル
リ
ー
ス
料
等

6
8
3

カ
メ
ラ
リ
ー
ス
料
第
2
期
分

8
,7

6
2

カ
メ
ラ
リ
ー
ス
料
第
3
期
分

9
,2

0
2

カ
メ
ラ
リ
ー
ス
料
第
3
期
追
加
分

5
4
1

カ
メ
ラ
リ
ー
ス
料
令
和
3
年
度
契
約
分

2
2
,0

1
5

カ
メ
ラ
リ
ー
ス
料
令
和
4
年
度
契
約
分
（
更
新
・増

設
分
）

1
,1

4
8

安
心
安
全
の
都
市
づ
くり
推
進
（
レ
ク
チ
ャ
ー
台
、
白
布
、
カ
ラ
ー
フ
ィ
ル
タ
ー
）

1
0

特
定
退
職
金
共
済
制
度
負
担
金
、
勤
労
者
福
祉
共
済
制
度
負
担
金

1
1
3

オ
ウ
ム
真
理
教
対
策
関
係
市
区
町
連
絡
会
負
担
金

5

防
犯
活
動
事
業
補
助
金

4
,0

6
0

地
域
青
色
防
犯
パ
ト
ロ
ー
ル
活
動
補
助
金

6
6
0

6
2
,8

6
8

議
案
第
2
5
号
参
考
資
料

総
務
部
危
機
管
理
室

節
当
初
予
算
額

（
千
円
）

内
訳

6
6
9

6
4
4

5
7
2

旅
費

消
耗
品
費

印
刷
製
本
費

合
計

4
2
,3

6
1

使
用
料
及
び
賃
借
料

4
,8

3
8

負
担
金
補
助
及
び
交
付
金

 5 



 6 



議案第25号参考資料

総務部人事室

人数（人） 給与費（千円） 人数（人） 給与費（千円） 人数（人） 給与費（千円）

危機管理室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 11,835 5 11,985 0 ▲ 150

秘書課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 2,214 1 2,297 0 ▲ 83

広報課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 3,851 2 3,769 0 82

総務室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14 30,946 18 36,911 ▲ 4 ▲ 5,965

法制室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 4,558 2 4,524 0 34

人事室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　95 215,192 76 174,846 19 40,346

契約検査室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8 4,118 7 4,069 1 49

企画財政室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 4,676 2 4,576 0 100

税制課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 9,673 5 9,675 0 ▲ 2

資産税課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8 20,281 9 22,434 ▲ 1 ▲ 2,153

市民税課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14 17,878 13 15,508 1 2,370

納税課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 11,747 4 9,351 1 2,396

債権管理課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 4,426 2 3,483 0 943

市民総務室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11 29,202 11 28,624 0 578

市民課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48 90,821 44 88,263 4 2,558

山田出張所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 6,903 4 4,761 1 2,142

千里丘出張所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3 5,231 3 5,468 0 ▲ 237

千里出張所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10 14,539 10 14,583 0 ▲ 44

人権政策室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 12,901 5 14,065 0 ▲ 1,164

交流活動館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4 10,003 4 10,136 0 ▲ 133

男女共同参画センター　　　　　　　　　　　　　　　11 20,027 9 19,215 2 812

市民自治推進室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4 10,116 4 10,204 0 ▲ 88

地域経済振興室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11 29,087 13 30,983 ▲ 2 ▲ 1,896

シティプロモーション推進室 2 4,293 2 4,293 0 0

文化スポーツ推進室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 11,907 5 11,727 0 180

子育て政策室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　83 215,271 77 217,375 6 ▲ 2,104

子育て給付課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10 24,299 10 24,051 0 248

家庭児童相談室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 2,533 1 2,500 0 33

のびのび子育てプラザ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20 45,730 19 44,030 1 1,700

保育幼稚園室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　652 1,217,073 644 1,065,335 8 151,738

こども発達支援センター　　　　　　　 51 135,313 57 125,247 ▲ 6 10,066

福祉総務室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 4,282 2 4,177 0 105

総合福祉会館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 3,553 1 3,578 0 ▲ 25

生活福祉室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18 48,828 15 45,153 3 3,675

福祉指導監査室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 2,193 1 2,263 0 ▲ 70

高齢福祉室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 11,148 7 12,555 ▲ 2 ▲ 1,407

障がい福祉室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20 44,295 20 44,141 0 154

健康まちづくり室　　　　　　　　　　　　　　　　　　0 0 3 3,406 ▲ 3 ▲ 3,406

保健センター 23 36,923 ▲ 23 ▲ 36,923

成人保健課　　　　　　　　　　　　　　　　6 12,692 6 12,692

母子保健課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14 26,270 14 26,270

保健医療総務室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 5,305 2 4,666 0 639

衛生管理課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11 11,387 10 8,002 1 3,385

地域保健課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16 36,631 11 24,729 5 11,902

環境政策室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 2,315 1 2,266 0 49

環境保全指導課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3 8,414 3 8,470 0 ▲ 56

事業課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25 27,653 26 31,204 ▲ 1 ▲ 3,551

資源循環エネルギーセンター　　　　　　　　　　　　　　　　　1 1,980 0 0 1 1,980

都市計画室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 4,493 2 4,524 0 ▲ 31

計画調整室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 1,420 1 1,906 0 ▲ 486

開発審査室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 2,526 1 2,473 0 53

住宅政策室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 2,362 2 4,623 ▲ 1 ▲ 2,261

会計年度任用職員に係る給与費及び職員数（NO.1）

所属
　　　 令和4年度当初予算
　　　 (2022年)

　　　 令和3年度当初予算
　　  （2021年）

前年度との比較

（１）
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議案第25号参考資料

総務部人事室

人数（人） 給与費（千円） 人数（人） 給与費（千円） 人数（人） 給与費（千円）

資産経営室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4 9,616 4 9,444 0 172

総務交通室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 4,906 4 10,302 ▲ 2 ▲ 5,396

道路室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9 20,843 8 20,428 1 415

公園みどり室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16 39,394 16 39,418 0 ▲ 24

地域整備推進室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 4,634 1 2,626 1 2,008

会計室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3 5,230 3 5,123 0 107

総務予防室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 1,287 1 1,358 0 ▲ 71

議会事務局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 5,127 2 5,021 0 106

選挙管理委員会事務局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　298 22,130 346 18,601 ▲ 48 3,529

監査委員事務局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 2,214 1 2,229 0 ▲ 15

農業委員会事務局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 869 1 902 0 ▲ 33

教育総務室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　89 138,368 88 136,180 1 2,188

学校管理課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4 8,986 4 7,643 0 1,343

学務課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 3,543 4 3,425 ▲ 3 118

保健給食室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　95 142,497 92 144,055 3 ▲ 1,558

学校教育室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　281 428,037 274 426,394 7 1,643

教職員課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 2,326 1 252 1 2,074

教育センター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22 67,005 22 67,352 0 ▲ 347

まなびの支援課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35 49,583 35 50,661 0 ▲ 1,078

中央図書館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　74 115,069 70 116,334 4 ▲ 1,265

文化財保護課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25 24,743 25 25,527 0 ▲ 784

青少年室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28 62,306 29 62,159 ▲ 1 147

青少年クリエイティブセンター　　　　　　　　　　　　7 19,744 7 19,622 0 122

放課後子ども育成室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　460 732,739 419 786,815 41 ▲ 54,076

計 2692 4,395,587 2656 4,231,218 36 164,369

注１）　給与費は、報酬、給料、職員手当等の合計額

（２）

会計年度任用職員に係る給与費及び職員数（NO.2）

所属
　　　 令和4年度当初予算
　　　 (2022年)

　　　 令和3年度当初予算
　　  （2021年）

前年度との比較
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議案第 25号参考資料 

総務部広報課 

広報における映像コンテンツ充実の詳細 

 

1 新規コンテンツ動画の制作 

（1）市の事業、市内で活躍する人などの紹介動画（業者委託） 

   広報番組の特集で制作していた市の新規事業や施策、施設の紹介、啓発、また様々なジャンル

で活躍する市民などの紹介動画を制作します。5～10分、年間 10本制作。 

    

（2）吹田市紹介動画（業者委託） 

   吹田市の概要や施策をまとめて紹介する動画を制作します（隔年実施）。 

   日本語・英語 2か国語対応 10分動画、1分動画の計 4パターンを制作。 

 

2 職員による動画制作への支援 

  ・現在、高齢者向けの体操や子育て世帯向けの動画、また市民生活に関連が深い手続きに関 

する動画などを各室課が制作していますが、研修会の実施や、撮影・編集機器の各室課への 

貸し出しなどを行い、継続的に制作できるよう各室課へのサポートを行います。 

  ・ターゲットの明確化や効果的な動画制作について、調査・研究を行い、全庁的にノウハウを

共有し、スキルの向上を図ります。 

 

3 映像コンテンツ充実に係る事業費 

  令和 4年（2022年）度 925万 0千円 

  （内訳）1 -（1）委託料 526万 9千円 （47万９千円×10本×1.1） 

            1 -（2）委託料 27３万 1千円 

            2       備品購入費等 125 万 0千円 

          （内訳） 

・動画撮影・編集用機材（1,012 千円） 

一眼レフカメラ（2台）、ビデオ雲台・三脚（1台）、ガンマイク（2台）、 

ワイヤレスマイク（2セット）、デスクトップ型パソコン（1台） 

           ・動画編集用ソフト（105千円） 

・動画撮影、編集用消耗品（133千円） 
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議案第 25 号参考資料 

総務部危機管理室 

 

危機管理センターの設置に関する政策調整会議の資料及び議事録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年(2022年)１月26日 

午 後 ２ 時 ～ 午 後 ３ 時 

於：高層棟４階 特別会議室 

総 務 部  危 機 管 理 室 

 

令和３年度 第９回政策調整会議 

高層棟３階全フロアを使用した危機管理センター設置について 
 

 

 

 

 
 

１ 概要 

近年、日本各地で想定を超えた自然災害が多発し、上町断層帯地震や南海トラフ地

震が、いつ発生してもおかしくない状況ですが、本市では、災害対応の中枢拠点とな

る災害対応オペレーションルームや対応方針や措置を議論する場となる災害対策本部

会議室が常設されていません。設営訓練を重ねていますが、垂直移動を伴う機器搬出

等もあり、設営完了まで３時間程度を要し、情報収集や意思決定、指示の遅れ等、初

動体制構築に大きな課題があります。熊本地震等の検証においても、初動対応がその

後の応急対応や災害復旧に大きく影響することが明らかにされており、初動対応体制

の早期構築が必要です。 

また、大規模災害時、国等からプッシュ型で応援部隊が派遣されることになってい

ますが、本市では受入れスペースが十分確保できておらず、円滑に活動移行できない

状況です。 

これらのことから、高層棟３階に危機管理室を移転するとともに、災害対応オペレ

ーションルーム、災害対策本部会議室及び応援部隊を受け入れるためのスペースを確

保します。更に、情報連携体制の強化を図るため「災害対応オペレーションシステム」

などの防災関連システムを導入することで、高層棟３階全フロアを使用した危機管理

センターを設置するものです。 

 

２ 危機管理センター概要【資料１-２】 

危機管理室執務室、災害対応オペレーションルーム及び災害対策本部会議室をワンフロ

アに一体的に配置することにより、遅滞なく通常業務体制から災害対策本部体制に移行する

ことができます。また、政府、自衛隊、消防、警察、DMAT 等の応援部隊の活動スペースを同

フロアに確保し、応援部隊の迅速かつ円滑な活動体制への移行と本市との情報連携体制の

強化を図ります。 

執務室等の設置に加え、総合的な防災情報システムである「災害対応オペレーショ

ンシステム」を導入することで、情報の収集、共有、伝達体制を強化し、迅速な対策

立案を可能とする「危機管理センター」を設置します。 

なお、危機管理室執務室以外のいずれのスペースも、平時は会議室、研修室等とし 

災害時における初動対応体制の強化を図るため、高層棟３階に危機管理室を移転

するとともに、災害対応オペレーションルーム、災害対策本部会議室及び国等から

の応援部隊を受け入れるためのスペースを確保します。更に、防災関連システムの

導入により、高層棟３階全フロアを使用した危機管理センターを設置するものです。 

資料 １－１ 
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て活用します。 

 

３ 執務室の移転先（予定） 

危機管理室の移転等に伴い、現在高層棟３階にある執務室は、令和４年２月～４月

に下表のとおり移転する予定です。 

 

 

＜移転先の執務室等＞ 令和４年１月～４月（１か所のみ７月）に移動 

契約検査室（契約担当）→高層棟５階 会議室→(７月)高層棟８階 危機管理室 

契約検査室（検査担当）→高層棟８階 総務室会議室 

市民総務室（高層棟７階 情報公開担当）→高層棟６階 下水道部会議室・PCルーム 

土木部長室→高層棟７階 共用会議室 

 

 

４ 今後のスケジュール 

令和４年１月中旬

～ 

高層棟３階執務室移転先調整～移転 

令和4年２月定例会 当初予算 危機管理センター設置 

災害対応オペレーションシステム導入や無線機器移設等

に係る予算提案 

令和４年４月 

（修繕開始まで） 

高層棟３階執務室等移転完了 

令和４年４月末～ 危機管理センター整備開始 

執務室OAフロア化完了すれば危機管理室移転（7月頃） 

令和４年８月末頃 危機管理センター整備完了 

令和４年９月 危機管理センター運用開始 

 

高層棟３階にある執務室 移転先（現在の名称） 

農業委員会事務局・土地改良区 高層棟７階 契約検査室（契約担当） 

監査委員事務局・監査委員室・ 

公平委員会事務局 

高層棟７階 市民総務室（情報公開担当）・

契約検査室（検査担当） 

常勤監査委員室 高層棟７階 土木部長室 

公平委員会委員室 高層棟７階 共用会議室 

選挙管理委員会事務局・ 

選挙管理委員会委員室 

低層棟３階 研修室・入札室 
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令和３年度 第９回 吹田市政策調整会議概要 
 
日 時：令和４年（2022年）１月26日（水）午後２時～午後２時40分 
場 所：吹田市役所 中層棟４階 特別会議室 
出席者：春藤副市長、辰谷副市長、小西総務部長、今峰行政経営部長 
所 管：【総務部（危機管理室）】中野危機管理監、有吉室長、柴野参事 
関連所管：【総務部（総務室）】大矢根理事（庁舎改修担当）、吉井次長、柴野参事 

案 件 高層棟３階全フロアを使用した危機管理センター設置について 

担当及び関連部局 総務部（危機管理室）（総務室） 

【案件概要】 

災害時における初動対応体制の強化を図るため、高層棟３階に危機管理室を移転する

とともに、災害対応オペレーションルーム、災害対策本部会議室及び国等からの応援部

隊を受け入れるためのスペースを確保する。更に、防災関連システムの導入により、高

層棟３階全フロアを使用した危機管理センターを設置するもの。 

【所管部の考え方】 

 本市では、災害対応オペレーションルームや災害対策本部会議室が常設されていない。

また、発災時にそれぞれが設置される場所が危機管理室執務室と離れていることにより、

初動体制構築に大きな課題がある。加えて、大規模災害時、国等から派遣される応援部

隊を受け入れるためのスペースが十分確保できておらず、円滑に活動移行できない状況

である。 

災害時における初動対応体制の強化を図るため、高層棟３階に、危機管理室を移転す

るとともに、災害対応オペレーションルーム、災害対策本部会議室及び応援部隊を受け

入れるためのスペースを確保する。更に、情報連携体制の強化を図るため「災害対応オ

ペレーションシステム」などの防災関連システムを導入することで、高層棟３階全フロ

アを使用した危機管理センターを設置するもの。 

（質疑概要） 

質問： 災害対応用に確保されたスペースは、平時は研修室や会議室として、各室課が

利用できるのか。 

回答： 利用可能である。 

 

質問： 資料１-２の５ページ上部に「自然災害以外でも活用可能なコールセンターを常

設」とあるが、平時はどのような状態なのか。 

回答： 平時はスペースのみ確保されている状態である。 

 

質問： 資料１-２の５ページ右下に「ライフライン途絶時にも72時間自立運営できる」

とあるが、庁舎用非常用電源とは別に非常用電源を確保するのか。 

回答： 庁舎用非常用電源に加えて、危機管理センター用の蓄電池などを別に設けたい

と考えている。 

 

質問： 初動対応体制の強化のほかに、副次的な効果や市民に対するメリットがあれば

教えてほしい。 

回答： 初動対応体制を強化することで、その後の市民生活の復旧復興も迅速化できる。また、

大型マルチスクリーンにより、情報収集・共有・伝達体制が強化され、市民への情報発信

も迅速化できると考えている。 
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意見：   オペレーションシステム導入に合わせて、業務を効率化できるよう、業務フローの見直

しを行ってほしい。また、発災時は訓練時のような人員の確保はできない。システム導入

後の、実災害を想定した訓練方法を、災害時の各担当班と調整させてほしい。 

回答：   システムを活用することにより、情報共有の即時性やデータ管理の安全性を高めると

ともに本部運営の効率化を図っていく。また、危機管理センターの機能を十分に活用で

きるよう、危機管理室兼務職員を含めた、各班との訓練を行い、スキルアップに努めた

い。 

 

指示： 危機管理センターが果たす役割について、市民に対して分かりやすく説明できる

ようにしておくこと。 

指示： 直下型地震の発生を想定して、限られた人員でも危機管理センターの運営がで

きるよう、業務フローや訓練の検討を行うこと。 

 

【結果】 

 会議で出た意見、指示を踏まえて取組を進めること。 
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低
層

棟
３

階
北

千
里

地
区

公
民

館
・
千

里
図

書
館

北
千

里
分

室
跡

に
該

当
部

署
(資

産
経

営
室

を
候

補
に

検
討

)が
移

転
後

、
本

庁
舎

内
の

適
切

な
場

所
に

移
転

北
千

里
地

区
公

民
館

・
千

里
図

書
館

北
千

里
分

室
跡

※
 今

回
の

移
転

に
よ

り
一

時
的

に
執

務
室

と
し

て
使

用
す

る
共

用
会

議
室

等
に

つ
き

ま
し

て
は

、危
機

管
理

セ
ン

タ
ー

の
設

置
が

完
了

し
ま

す
と

、平
時

は
一

部
を

会
議

室
と

し
て

利
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

た
め

、
　
　 

廃
止

す
る

こ
と

は
あ

り
ま

せ
ん

。

共
用

会
議

室
跡

※
6

3
.0

高
層

棟
７

階
会

議
室

に
間

仕
切

り
を

設
置

し
、
公

平
委

員
会

委
員

室
、
土

木
部

長
室

、
税

務
部

会
議

室
を

設
け

る

高
層

棟
３

階

監
査

委
員

事
務

局
・
監

査
委

員
室

1
1

8
.7

高
層

棟
７

階

高
層

棟
７

階
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議
案
第
2
5
号
参
考
資
料

総
務
部
人
事
室

年
度

項
目

人
数
（
人
）

決
算
額
(円
）

人
数
（
人
）

決
算
額
(円
）

人
数
（
人
）

決
算
額
(円
）

人
数
（
人
）

決
算
額
(円
）

人
数
（
人
）

決
算
額
(円
）

一
般
会
計

2,
3
69

2
0
,4

4
7
,7

6
6
,2

5
4

2,
42

7
21

,0
10

,0
25

,1
56

2,
47

1
21

,5
68

,4
22
,7
60

2,
47
3

21
,3
61
,0
37
,3
92

2,
52
6

21
,4
88
,2
96
,1
84

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

2
5

18
1
,1

8
4
,6

8
4

27
21

9,
90

3,
51

1
27

20
5,

19
6,
56
6

27
22
8,
88
2,
07
6

27
25
3,
42
6,
17
3

下
水
道
特
別
会
計

9
5

75
0
,9

6
0
,9

9
5

0
0

0
0

0
0

0
0

交
通
災
害
・
火
災
等
共
済
特
別
会
計

2
10

,
75

5
,
08

7
2

9,
00

7,
04

0
2

14
,1

17
,1
11

2
14
,0
99
,6
86

0
0

勤
労
者
福
祉
共
済
特
別
会
計

1
5,

8
87

,
7
27

1
5,

84
3,

17
4

1
6,

98
2,
27
1

1
6,
30
1,
69
3

1
4,
90
2,
52
7

介
護
保
険
特
別
会
計

4
3

41
6
,0

0
5
,2

8
1

49
38

0,
99

7,
76

3
51

38
8,

10
9,
71
9

46
36
4,
14
9,
61
4

46
37
5,
08
8,
36
7

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

1
2

94
,
18

9
,
73

5
12

92
,5

73
,9

10
12

98
,8

98
,8
22

12
93
,0
80
,5
53

12
85
,0
92
,4
21

合
計

2,
5
47

2
1
,9

0
6
,7

4
9
,7

6
3

2,
51

8
21

,7
18

,3
50

,5
54

2,
56

4
22

,2
81

,7
27
,2
49

2,
56
1

22
,0
67
,5
51
,0
14

2,
61
2

22
,2
06
,8
05
,6
72

※
人
数
は
、
各
年
度
３
月
時
点

※
企
業
会
計
、
臨
時
費
目
を
除
く

※
会
計
年
度
任
用
職
員
を
含
ま
ず

令
和
元
年
度

　
(2
01
9年
度
）

令
和
2年
度

　
(2
02
0年
度
）

過
去
5年
間
の
人
件
費
と
職
員
数
の
推
移

平
成
2
8
年
度

　
(2
01
6年
度
）

平
成
29
年
度

　
(2
01
7年
度
）

平
成
30
年
度

　
(2
01
8年
度
）
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議案第25号参考資料

総務部危機管理室

危機管理センター設置前後の比較

（発災後の流れ、機能・レイアウト、所要時間、人的配置、情報共有体制）

設置前 設置後

発災後

の流れ

１　災害対策本部設置のため移動

　　　高層棟8階→中層棟4階

２　災害対策本部レイアウト設置

【オペレーションルーム】（全員協議会室）

　①設置機器の移設

　　 高層棟8階（電子機器等）

　　 中層棟4階（モニター等）

　②レイアウト設置

　　 机等の移動（机、椅子、ホワイトボード、地図等）

　③情報収集機器設置

　　 配線（電話約10回線）、PC（約20台）等の配線）

【災害対策本部会議室】（特別委員会室）

　①レイアウト設置

　　情報共有機器等の移動（PC、ホワイトボード、地図等）

３　本部運営

　　　①被災社会から情報収集（情報受信）

　　　②状況認識統一（情報整理）

　　　③将来予測（情報分析）

　　　④対策立案（情報分析・計画）

　　　⑥広報活動　被災社会へ情報発信

４　本部会議

　　　⑤対策決定

１　災害対策本部レイアウト設置

　　【オペレーションルーム】

　　　①レイアウト設置

　　　　　机等の移動（机、椅子、ホワイトボード）

　　　②情報収集機器設置

　　　　　PC（約20台）等の接続

２　本部運営

　　　①被災社会から情報収集（情報受信）

　　　②状況認識統一（情報整理）

　　　③将来予測（情報分析）

　　　④対策立案（情報分析・計画）

　　　⑥広報活動　被災社会へ情報発信

３　本部会議

　　　⑤対策決定

機能

レイアウト

・執務室：高層棟８階（常時）

・無線室：高層棟８階（常時）

・オペレーションルーム：中層棟4階全員協議会室（非常時）

・災害対策本部会議室：中層棟4階特別委員会室（非常時）

・プレス控室：中層棟4階　委員会室（非常時）

・執務室：高層棟3階（常時）

・無線室：高層棟3階（常時）

・オペレーションルーム：高層棟3階（常時）

・災害対策本部会議室：高層棟3階（常時）

・プレス控室：高層棟3階（常時）

・本部運営支援部隊活動スペース：高層棟3階（常時）

所要

時間
3時間程度 30分程度

人員

体制

本部設営（統括部庶務班）

本部運営（統括部）
本部運営（統括部・本部運営支援部隊）

情報

共有

体制

・庁内ネットワーク（テレビ会議含む）

・ホワイトボード

・内外線電話

・消防モニター1台

・TV6台

・クラウド型吹田市防災情報システム(各PC、スマホ)

・クラウド型吹田市気象情報システム(各PC、スマホ)

・国、府災害情報システム・各HP情報(各PC、スマホ)

・庁内ネットワーク(テレビ会議含む）

・ホワイトボード(パーティション貼り付け型)

・内外線電話(コールセンター)

・災害対応オペレーションシステム

【一元把握・共有・管理可能な大型マルチモニター】

・消防関係映像、放送局からの情報、吹田市防災情報シス

テム(緊急防災要員からの情報含む)、吹田市気象情報シ

ステムの情報、国、府災害情報システム・各HP情報等
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議案第25号参考資料

総務部危機管理室

１．各避難所の避難所運営マニュアル作成・改訂状況

施設の種類
指定避難所

施設数

避難所運営マニュアル

作成指針改訂後の

作成・改訂施設数

【令和2年(2020年)4月以降】

新型コロナウイルス感染症

に対応した避難所運営

ガイドライン作成後の

作成・改訂施設数

【令和2年(2020年)10月以降】

小学校 36施設 22施設 22施設

中学校 18施設 10施設 9施設

幼稚園 15施設 2施設 0施設

公民館 29施設 29施設 0施設

市民センター

市民ホール

地区集会所

14施設 14施設 14施設

その他の施設 23施設 8施設 8施設

合計 135施設 85施設 53施設

(1)吹田市避難所運営マニュアル作成指針(令和2年(2020年)3月最終改訂)

　・避難所所管部局に対して避難所運営マニュアル作成指針の改訂に係る周知を行うに当たり、

　　当該指針の改訂の背景、方針及び主な改訂概要を示した上で、各避難所のマニュアルへの

　　反映を依頼（令和2年(2020年)4月）

(2)新型コロナウイルス感染症に対応した避難所運営ガイドライン(令和2年(2020年)10月作成)

　・新型コロナウイルス感染症に対応した避難所運営ガイドラインの作成に係る周知を行うとともに、

　　作成したガイドラインを各指定避難所に設置している避難所開設セット内にガイドラインを配備

　（令和2年(2020年)10月）

　・同ガイドラインに基づき各避難所に感染症対策物品を配備（令和2年度(2020年度)）

　・同ガイドラインに加え、避難所開設等における感染防止対策を図ることを目的として、感染症

　　対策物品の取り扱いやレイアウト展開、受付位置の決定、避難者誘導等について動画を作

　　成し、ホームページ等に公開（令和2年(2020年)10月）

２．改訂作業に係る支援内容

各避難所の避難所運営マニュアルの改訂作業の取組状況

及び改訂作業に係る支援内容
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危
機
管
理
室
セ
ン
タ
ー
に
関
す
る
予
算
の
内
訳

節
細
節

項
目

主
な
内
容

金
額
（
円
）

委
託
料

そ
の
他
委
託
料

危
機
管
理
セ
ン
タ
ー
整
備
業
務

災
害
対
応
オ
ペ
レ
ー
シ
ョン
シ
ス
テ
ム
機
器

パ
ー
テ
ィ
シ
ョン
、
O
A
フ
ロ
ア
化
経
費

1
6
5
,7
0
1
,6
9
5

委
託
料

そ
の
他
委
託
料

吹
田
市
防
災
行
政
無
線
設
備
移
設
作
業

吹
田
市
防
災
行
政
無
線
操
作
卓
移
設
作
業
費

1
5
,3
5
2
,7
0
0

委
託
料

そ
の
他
委
託
料

大
阪
府
防
災
行
政
無
線
設
備
移
設
作
業

大
阪
府
防
災
行
政
無
線
端
子
盤
設
置
作
業
費

3
,1
9
0
,0
0
0

備
品
購
入
費

備
品
購
入
費

各
室
什
器
・備

品
購
入

災
害
対
応
オ
ペ
レ
ー
シ
ョン
ル
ー
ム
、

災
害
対
策
本
部
会
議
室
等
什
器
購
入

1
0
,8
8
9
,3
6
6

合
計

1
9
5
,1
3
3
,7
6
1

議
案
第
2
5
号
参
考
資
料

総
務
部
危
機
管
理
室

 33 



 34 



議
案

第
2
5
号

参
考

資
料

総
務

部
人

事
室

（
単
位
：
円
）

吹
田
市

豊
中
市

尼
崎

市
西

宮
市

一
般
事

務
職

1
8
2
,
2
0
0

1
9
5
,
5
0
0

1
9
0
,
1
0
0

1
8
7
,
6
0
0

保
健

師
1
8
8
,
7
0
0

2
0
2
,
4
0
0

1
9
0
,
1
0
0

2
1
6
,
1
0
0

保
育
教

諭
1
8
2
,
2
0
0

1
9
5
,
5
0
0

―
―

幼
稚
園

教
諭

―
―

2
1
5
,
7
0
0

2
1
4
,
1
0
0

保
育

士
―

―
1
7
4
,
6
0
0

（
短

大
卒

）
1
7
3
,
5
0
0

（
短

大
卒

）

注
1
）

上
記
給
料
月
額
は
、
令
和

4
年

（
2
0
2
2
年

）
2
月

時
点

注
2
）

国
家
公
務
員
に
お
け
る
一

般
事

務
職

の
初

任
給

は
、

1
8
2
,
2
0
0
円

 Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｓ
各
市
に
お
け
る
大
卒
初
任
給
比
較
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（
単
位
：
人
）

4
月
1
日

5
月
1
日

6
月
1
日

7
月
1
日

8
月
1
日

9
月
1
日

1
0
月
1
日

1
1
月
1
日

1
2
月
1
日

1
月
1
日

2
月
1
日

3
月
1
日

8
1
0

9
9

9
8

8
9

9
9

9
9

1
3

2
2

2
1

1
1

1
1

1
1

4
4

4
4

4
4

4
4

4
4

4
4

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

5
5

5
4

4
5

5
5

5
5

5
5

0
0

0
0

0
1

1
1

1
1

1
1

会
計
年
度
任
用
職
員

2
2

2
2

2
2

3
4

4
4

3
3

1
9

2
1

2
0

1
9

1
9

1
9

2
0

2
2

2
2

2
2

2
1

2
1

3
4

4
4

4
3

3
4

4
4

4
4

0
1

1
1

1
0

0
1

1
1

1
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

会
計
年
度
任
用
職
員

4
4

5
5

5
6

6
5

5
5

6
6

1
7

1
8

1
9

1
9

1
9

1
9

2
0

2
0

2
0

2
0

2
1

2
1

4
6

6
5

5
8

7
6

6
1
3

1
3

1
3

0
2

2
1

1
4

3
2

2
7

7
7

1
4

1
9

1
8

1
8

1
8

1
8

2
1

1
8

1
8

1
9

1
9

1
9

0
5

5
5

5
5

9
6

6
6

6
6

4
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

0
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

会
計
年
度
任
用
職
員

5
5

5
5

7
7

8
8

8
1
0

1
1

1
2

2
7

3
5

3
4

3
3

3
5

3
8

4
1

3
7

3
7

4
7

4
8

4
9

1
4

1
4

1
4

1
4

1
4

1
4

1
3

1
4

1
4

1
5

2
2

2
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

3
3

4
3

4
3

4
3

4
3

4
3

4
3

4
3

4
3

4
3

4
2

4
2

4
2

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

会
計
年
度
任
用
職
員

2
5

2
5

2
5

2
6

2
8

3
0

3
2

3
1

3
2

3
2

3
3

3
2

8
7

8
7

8
7

8
8

9
0

9
2

9
3

9
3

9
4

9
4

1
0
2

1
0
1

1
5
0

1
6
1

1
6
0

1
5
9

1
6
3

1
6
8

1
7
4

1
7
2

1
7
3

1
8
3

1
9
2

1
9
2

2
1
3

1
2

1
1

1
1

1
3

1
6

1
3

1
3

1
9

2
1

2
1

3
6

3
6

3
7

3
8

4
2

4
5

4
9

4
8

4
9

5
1

5
3

5
3

※
保
健
医
療
室
の
一
般
事
務
職
の
兼
務
に
は
、
健
康
医
療
部
次
長
（
保
健
医
療
室
長
兼
務
）
を
含
む
。

※
大
阪
府
と
の
併
任
職
員
を
含
む
。

（
１
）

　
　
　
　
（
う
ち
兼
務
職
員
）

　
　
　
　
（
う
ち
会
計
年
度
任
用
職
員
）

保
健
セ
ン
タ
ー

一
般
事
務

(う
ち
兼
務
職
員
)

保
健
師

(う
ち
兼
務
職
員
)

そ
の
他
職
種

(う
ち
兼
務
職
員
)

計

　
　
　
　
４
室
課
合
計計

保
健
医
療
室

一
般
事
務

(う
ち
兼
務
職
員
)

保
健
師

(う
ち
兼
務
職
員
)

そ
の
他
職
種

(う
ち
兼
務
職
員
)

計

衛
生
管
理
課

一
般
事
務

(う
ち
兼
務
職
員
)

保
健
師

(う
ち
兼
務
職
員
)

そ
の
他
職
種

(う
ち
兼
務
職
員
)

計

地
域
保
健
課

一
般
事
務

(う
ち
兼
務
職
員
)

保
健
師

(う
ち
兼
務
職
員
)

そ
の
他
職
種

(う
ち
兼
務
職
員
)

議
案
第
2
5
号
参
考
資
料

総
務
部
人
事
室

令
和
2
年
度
（
2
0
2
0
年
度
）
～
令
和
3
年
度
（
2
0
2
1
年
度
）
　
保
健
所
職
員
の
配
置
経
過
　
N
o
1

所
属

職
種

令
和
2
年
度
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総
務
部
人
事
室

4
月
1
日

5
月
1
日

6
月
1
日

7
月
1
日

8
月
1
日

9
月
1
日

1
0
月
1
日

1
1
月
1
日

1
2
月
1
日

1
月
1
日

9
9

9
9

9
9

9
9

9
9

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

7
7

7
7

7
7

7
7

7
7

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

会
計
年
度
任
用
職
員

3
3

3
3

3
4

3
3

3
3

2
4

2
4

2
4

2
4

2
4

2
5

2
4

2
4

2
4

2
4

3
3

3
3

3
3

3
3

3
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
4

1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

1
3

3
3

3
3

3
3

3
3

会
計
年
度
任
用
職
員

5
6

6
6

6
5

5
5

5
5

2
2

2
5

2
5

2
5

2
5

2
4

2
4

2
4

2
4

2
4

1
1

2
3

2
3

2
1

2
4

2
7

2
3

2
3

1
9

1
9

3
1
5

1
4

1
1

1
4

1
7

1
2

1
2

9
9

2
0

2
4

2
4

2
4

2
4

3
3

3
3

3
3

3
3

3
3

0
4

4
4

4
1
4

1
4

1
4

1
4

1
4

6
6

6
6

6
8

6
6

6
6

1
1

1
1

1
3

1
1

1
1

会
計
年
度
任
用
職
員

9
9

1
0

9
1
0

9
9

1
0

1
0

9

4
6

6
2

6
3

6
0

6
4

7
7

7
1

7
2

6
8

6
7

2
3

2
3

2
8

3
8

3
7

3
9

3
3

2
9

2
6

2
7

0
0

4
1
4

1
4

1
6

1
2

4
1

3

4
7

4
7

4
7

5
6

5
6

5
6

5
6

4
7

4
7

4
7

1
1

1
1
0

1
0

1
0

1
0

1
1

1

5
5

6
8

8
9

8
8

6
5

0
0

1
3

3
4

3
3

1
0

会
計
年
度
任
用
職
員

3
1

3
3

3
4

3
7

3
7

3
9

4
0

4
2

4
2

3
9

1
0
6

1
0
8

1
1
5

1
3
9

1
3
8

1
4
3

1
3
7

1
2
6

1
2
1

1
1
8

1
9
8

2
1
9

2
2
7

2
4
8

2
5
1

2
6
9

2
5
6

2
4
6

2
3
7

2
3
3

9
2
7

3
1

4
9

5
2

7
0

5
8

4
1

3
3

3
4

4
8

5
1

5
3

5
5

5
6

5
7

5
7

6
0

6
0

5
6

※
保
健
医
療
室
の
一
般
事
務
職
の
兼
務
に
は
、
健
康
医
療
部
次
長
（
保
健
医
療
室
長
兼
務
）
を
含
む
。

※
大
阪
府
と
の
併
任
職
員
を
含
む
。

（
２
）

計

　
　
　
　
４
室
課
合
計

　
　
　
　
（
う
ち
兼
務
職
員
）

　
　
　
　
（
う
ち
会
計
年
度
任
用
職
員
）

地
域
保
健
課

一
般
事
務

(う
ち
兼
務
職
員
)

保
健
師

(う
ち
兼
務
職
員
)

そ
の
他
職
種

(う
ち
兼
務
職
員
)

計

保
健
セ
ン
タ
ー

一
般
事
務

(う
ち
兼
務
職
員
)

保
健
師

(う
ち
兼
務
職
員
)

そ
の
他
職
種

(う
ち
兼
務
職
員
)

計

議
案
第
2
5
号
参
考
資
料

令
和
2
年
度
（
2
0
2
0
年
度
）
～
令
和
3
年
度
（
2
0
2
1
年
度
）
　
保
健
所
職
員
の
配
置
経
過
　
N
o
2

所
属

職
種

令
和
3
年
度

保
健
医
療
室

一
般
事
務

(う
ち
兼
務
職
員
)

保
健
師

(う
ち
兼
務
職
員
)

そ
の
他
職
種

(う
ち
兼
務
職
員
)

計

衛
生
管
理
課

一
般
事
務

(う
ち
兼
務
職
員
)

保
健
師

(う
ち
兼
務
職
員
)

そ
の
他
職
種

(う
ち
兼
務
職
員
)
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議
案
第
25
号
参
考
資
料

総
務
部
人
事
室

人
数

（
人
）

時
間
数

（
時
間
）

月
平
均

（
時
間
）

人
数

（
人
）

時
間
数

（
時
間
）

月
平
均

（
時
間
）

保
健
医
療
室

16
4,
58
0

　
　
（
4,
58
3）

23
.9

18
5,
18
7

（
5,
18
7）

32
.0

衛
生
管
理
課

14
3,
30
8

（
3,
42
9）

19
.7

16
2,
45
7

（
2,
46
0）

17
.1

地
域
保
健
課

23
10
,4
01

（
11
,0
95
）

37
.7

34
11
,5
58

（
16
,5
51
）

37
.8

保
健
セ
ン
タ
ー

65
11
,6
40

（
12
,4
14
）

14
.9

75
14
,2
83

（
20
,0
50
）

21
.2

合
計

11
8

29
,9
29

（
31
,5
21
）

21
.1

14
3

33
,4
85

（
44
,2
48
）

26
.0

※
令
和
2年
度
（
20
20
年
度
）
の
人
数
は
、
令
和
3年
（
20
21
年
）
3月
時
点

※
令
和
3年
度
（
20
21
年
度
）
の
人
数
は
、
令
和
4年
（
20
22
年
）
1月
時
点

※
令
和
3年
度
（
20
21
年
度
）
の
時
間
数
は
、
令
和
3年
（
20
21
年
）
4月
か
ら
令
和
4年
（
2
02
2年
）
1月
ま
で

※
時
間
数
は
、
主
査
級
以
下
の
時
間
外
勤
務
時
間
数
(自
所
属
以
外
か
ら
の
応
援
を
除
く
）
と
課
長
代
理
級
以
上
の
在
職
場
時
間
数
の
合
計

※
時
間
数
の
（
）
は
、
主
査
級
以
下
の
自
所
属
以
外
か
ら
の
応
援
に
よ
る
時
間
数
を
含
む

保
健
所
職
員
の
時
間
外
勤
務
時
間
数
の
推
移

所
属

令
和
2年
度
（
20
20
年
度
）

令
和
3年
度
（
20
21
年
度
）
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議
案
第
2
5
号
参
考
資
料

総
務
部
人
事
室

令
和
2
年

（
2
0
2
0
年
）

令
和
3
年

（
2
0
2
1
年
）

令
和
2
年

（
2
0
2
0
年
）

令
和
3
年

（
2
0
2
1
年
）

令
和
2
年

（
2
0
2
0
年
）

令
和
3
年

（
2
0
2
1
年
）

保
健
医
療
室

8
.
5
3

1
1
.
3
9

5
.
0
0

5
.
0
0

0
1

衛
生
管
理
課

9
.
5
5

1
2
.
0
9

4
.
7
7

4
.
9
3

0
0

地
域
保
健
課

7
.
0
7

9
.
9
8

4
.
8
0

4
.
9
6

0
0

保
健
セ
ン
タ
ー

1
1
.
6
9

1
2
.
2
4

4
.
8
0

4
.
8
7

2
4

2
3

※
生
理
休
暇
の
取
得
者
数
は
延
べ
人
数
。

年
次
有
給
休
暇
（
日
）

（
平
均
取
得
日
数
）

夏
期
休
暇
（
日
）

（
平
均
取
得
日
数
）

生
理
休
暇
（
人
）

（
取
得
者
数
）

保
健
所
職
員
の
年
次
休
暇
等
の
取
得
状
況

所
属
名
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議
案
第
２
５
号
参
考
資
料
 
 

 

行
政
経
営
部
情
報
政
策
室
 

情
報
化
推
進
事
業
の
詳
細
 

（
単
位
：
千
円
）
 

 
予
算
科
目
 

令
和
３
年
度
 

（
20

21
年
度
）
 

予
算
額
 

令
和
４
年
度
 

（
20

22
年
度
）
 

予
算
額
 

増
減
額
 

令
和
４
年
度
（

20
22

年
度
）
予
算
額
概
要
及
び
増
減
理
由

 

1 
報
償
費
 

18
0 

12
 

△
16
8 

【
概
要
】
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
調
達
・
情
報
化
推
進
懇
談
会
等
に
関
す
る
報
償
金
 

【
増
減
理
由
】
第
４
期
情
報
化
推
進
計
画
中
間
見
直
し
に
関
す
る
情
報
化
推
進
懇
談
会
（
今
年
度
開
催
）
に
伴

う
委
員
へ
の
謝
礼
金
（
△
16
8
）

 

2 
委
託
料
 

31
,6

27
 

65
,1
82
 

33
,5
55
 

【
概
要
】
 

・
情
報
化
推
進
に
関
す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
業
務
委
託
費
用
 

・
市
民
向
け
の
シ
ス
テ
ム
等
（
電
子
申
込
シ
ス
テ
ム
、
公
共
施
設
予
約
・
照
会
シ
ス
テ
ム
、
吹
田
市
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
用
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
）
に
関
す
る
運
用
保
守
及
び
機
能
追
加
費
用
 

【
増
減
理
由
（
主
な
も
の
）】

 

・
電
子
申
込
シ
ス
テ
ム
へ
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
機
能
追
加
（

4
,
15
8
）
 

・
公
共
施
設
予
約
・
照
会
シ
ス
テ
ム
の
対
象
施
設
追
加
等
（

6
,
1
2
7）

 

・
Ｃ
Ｉ
Ｏ
補
佐
業
務
費
の
う
ち
、
令
和
３
年
度
（
2
0
2
1
年
度
）
に
完
了
す
る
基
幹
系
シ
ス
テ
ム
更
新
方
針
策
定

業
務
分
（
△

7,
05
9）

 

・
行
政
手
続
の
電
子
化
を
推
進
す
る
た
め
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
費
用
（

1
2
,7
6
3
）
 

・
自
治
体
シ
ス
テ
ム
標
準
化
に
関
す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
費
用
（
18
,
3
7
3）

 

3 
合
計
 

31
,8

07
 

65
,1
94
 

33
,3
87
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議
案
第
2
5
号
参
考
資
料

行
政
経
営
部
情
報
政
策
室

タ
イ
ト
ル

内
容

予
算
額

（
千
円
）

情
報
化
推
進
計
画

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
※
３
）

1
AI
-O
CR
導
入
に
よ
る
拡
充

　
内
部
事
務
に
お
け
る
電
子
化
推
進
の
た
め
に
、
AI
を
活
用
し
た
OC
R（

光
学
式
文
字

読
取
装
置
）
読
取
に
よ
り
、
手
書
き
書
類
を
デ
ー
タ
化
す
る
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す
る
。

　
ま
ず
は
各
種
ア
ン
ケ
ー
ト
等
、
８
室
課
18
帳
票
に
つ
い
て
導
入
予
定
。

2
,
7
3
1
1
9
　
最
新
技
術
の
活
用
と
調
査
研
究

2
テ
レ
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
導
入

に
よ
る
拡
充

　
在
宅
勤
務
の
た
め
の
テ
レ
ワ
ー
ク
専
用
PC
・
通
信
機
器
の
セ
ッ
ト
を
14
2セ

ッ
ト
導

入
す
る
。

　
ま
た
、
こ
れ
と
は
別
に
国
か
ら
提
供
を
受
け
て
い
る
テ
レ
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
も
併
せ

て
活
用
し
、
令
和
４
年
度
（
20
22
年
度
)は

テ
レ
ワ
ー
ク
実
施
人
数
50
0人

を
目
標
と
す

る
。

1
5
,
2
6
3
1
6
　
働
き
方
改
革
の
推
進

3
職
員
向
け
情
報
共
有
ツ
ー
ル

追
加
導
入
及
び
ヘ
ル
プ
デ
ス

ク
業
務
に
よ
る
拡
充

　
職
員
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
・
情
報
共
有
を
円
滑
化
す
る
た
め
の
チ
ャ
ッ
ト

ツ
ー
ル
（
い
わ
ゆ
る
「
LI
NE
」
の
よ
う
な
も
の
）
を
、
2,
80
0ラ

イ
セ
ン
ス
導
入
す

る
。

8
,
7
8
9
1
9
　
最
新
技
術
の
活
用
と
調
査
研
究

4
電
子
申
込
シ
ス
テ
ム
へ
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
導
入

に
よ
る
拡
充

　
手
数
料
支
払
い
が
必
要
な
各
種
申
請
等
の
電
子
化
推
進
を
図
る
た
め
に
、
現
在
運
用

中
の
「
吹
田
市
電
子
申
込
シ
ス
テ
ム
」
に
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
・
電
子
マ
ネ
ー
等
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
機
能
を
導
入
す
る
。

　
ま
ず
は
各
種
証
明
書
発
行
等
、
５
室
課
10
手
続
に
つ
い
て
導
入
予
定
。

4
,
1
5
8
2
1
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
の
導
入

拡
充

5
行
政
手
続
の
申
請
情
報
管
理

シ
ス
テ
ム
導
入
に
よ
る
拡
充

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
及
び
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
を
用
い
て
の
手
続
の
電
子
化
の
た
め

に
、
市
側
で
必
要
と
な
る
シ
ス
テ
ム
基
盤
を
整
備
す
る
。

2
7
,
8
2
8
1
　
手
続
の
電
子
化

情
報
政
策
に
関
す
る
拡
充
事
業
の
概
要

(1
)
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タ
イ
ト
ル

内
容

予
算
額

（
千
円
）

情
報
化
推
進
計
画

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
※
３
）

6
ロ
ー
コ
ー
ド
ツ
ー
ル
試
験
導

入
に
よ
る
拡
充

　
専
門
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
等
を
用
い
ず
に
、
簡
易
な
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
等

を
開
発
す
る
た
め
の
ツ
ー
ル
を
11
0ラ

イ
セ
ン
ス
試
験
導
入
す
る
。
（
各
所
管
に
１
ラ

イ
セ
ン
ス
ず
つ
配
付
予
定
。
）
入
力
画
面
の
作
成
や
デ
ー
タ
集
計
等
が
、
Ex
c
e
l
等
よ

り
も
簡
単
に
行
え
る
の
で
、
各
種
照
会
や
取
り
ま
と
め
等
に
威
力
を
発
揮
す
る
。

4
,
5
1
6
1
9
　
最
新
技
術
の
活
用
と
調
査
研
究

7
行
政
手
続
の
電
子
化
に
関
す

る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
支
援

業
務
の
委
託
に
よ
る
拡
充

　
行
政
手
続
の
電
子
化
推
進
に
際
し
て
障
壁
と
な
っ
て
い
る
「
対
面
で
の
手
続
が
必

要
」
「
原
本
提
出
が
必
要
」
等
の
課
題
を
解
決
し
て
い
く
た
め
に
、
本
件
に
特
化
し
た

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
事
業
者
に
よ
る
支
援
を
受
け
る
。

1
2
,
7
6
3
1
　
手
続
の
電
子
化

8
共
通
基
盤
シ
ス
テ
ム
標
準
化

対
応
支
援
業
務
の
委
託
に
よ

る
拡
充

令
和
７
年
度
（
20
25
年
度
）
ま
で
の
実
施
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
、
住
民
情
報
系
シ

ス
テ
ム
の
標
準
化
・
ク
ラ
ウ
ド
化
を
実
現
す
る
に
あ
た
り
、
共
通
基
盤
シ
ス
テ
ム
（
※

１
）
の
開
発
支
援
を
含
め
た
、
全
体
の
総
括
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
・
支
援
を
受
け

る
。

1
8
,
3
8
5

（
※
２
）

2
2
　
情
報
シ
ス
テ
ム
等
の
標
準
化
・

共
通
化

※
１
　
全
シ
ス
テ
ム
に
共
通
す
る
機
能
（
ユ
ー
ザ
ー
認
証
や
デ
ー
タ
連
携
等
）
を
統
括
管
理
す
る
シ
ス
テ
ム
。

※
２
　
令
和
５
年
度
(2
02
3年

度
)～

令
和
７
年
度
(2
02
5年

度
)債

務
負
担
行
為
限
度
額
：
62
,6
81
千
円
　

※
３
　
情
報
化
推
進
計
画
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
該
当
に
つ
い
て
は
、
現
在
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
募
集
し
て
い
る
見
直
し
素
案
を
基
に
記
載
。

(2
)

 43 



 44 



議
案
第
2
5
号
参
考
資
料

行
政
経
営
部
企
画
財
政
室

（
単
位
：
千
円
）

1
6
,2
1
8
,1
8
2

6
,5
1
2
,1
6
7

6
,3
4
6
,0
7
6

2
3
5
8
,1
6
4

4
1
8
,3
6
0

4
9
9
,1
3
7

3
6
,5
7
6
,3
4
6

6
,9
3
0
,5
2
7

6
,8
4
5
,2
1
3

今
後
３
年
間
の
市
債
元
金
及
び
利
子
償
還
額
の
見
込
み
（
一
般
会
計
分
）

令
和
5
年
度

（
2
0
2
3
年
度
）

推
計

令
和
6
年
度

（
2
0
2
4
年
度
）

推
計

元
金
償
還
額

利
子
償
還
額

合
計

令
和
4
年
度

（
2
0
2
2
年
度
）

当
初
予
算

区
分
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議案第 25 号参考資料 

行政経営部情報政策室 

 

吹田市情報セキュリティポリシーが適用される行政機関ごとの業務内容及び実施手順 

 

１ 適用される行政機関 

吹田市情報セキュリティポリシー（以下「ポリシー」という。）が適用される行政機関

は、市長、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員

会、議会事務局、水道事業管理者及び消防長です。 

教育委員会については別途セキュリティポリシーを制定しています。 

 

２ 業務内容（部局別所管システム）  
部名 室課名 システム名 

1 総務部 人事室 臨時職員サーバ 

2 総務部 人事室 人事給与システム 

3 行政経営部 情報政策室 事務なび 

4 行政経営部 情報政策室 文書管理システム 

5 行政経営部 情報政策室 ページ工房 

6 行政経営部 情報政策室 電子申込システム 

7 行政経営部 情報政策室 施設予約システム 

8 行政経営部 情報政策室 統合型 GIS 

9 税務部 税務システム 

10 税務部 税制課 住登外システム 

11 税務部 資産税課 固定資産評価支援システム 

12 税務部 資産税課 家屋評価システム 

13 税務部 資産税課 登記異動システム 

14 市民部 市民課 住民記録システム 

15 市民部 市民課 住民基本台帳ネットワークシステム 

16 市民部 市民課 住居表示システム 

17 市民部 市民課 異動受付支援システム 

18 市民部 市民課 戸籍情報システム 

19 市民部 市民課 国民年金システム 

20 都市魅力部 地域経済振興室 勤労者福祉共済業務システム 

21 都市魅力部 文化スポーツ推進室 スポーツ施設情報システム 

22 児童部 子育て給付課 子ども医療・ひとり親医療費助成システム 

23 児童部 子育て給付課 児童扶養手当システム・児童手当システム 

24 児童部 子育て給付課 母子父子寡婦福祉資金貸付システム 

25 児童部 家庭児童相談室 家庭児童相談システム 

（1） 
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 部名 室課名 システム名 

26 児童部 保育幼稚園室 子ども子育て支援システム 

27 福祉部 生活福祉室 生活保護管理システム 

28 福祉部 生活福祉室 中国残留邦人システム 

29 福祉部 生活福祉室 レセプト管理システム 

30 福祉部 生活福祉室 緊急援護資金システム 

31 福祉部 福祉指導監査室 指定事業者管理システム 

32 福祉部 高齢福祉室 介護保険システム 

33 福祉部 高齢福祉室 地域包括支援システム 

34 福祉部 障がい福祉室 障がい福祉システム 

35 福祉部 障がい福祉室 重度障がい者医療システム 

36 健康医療部 国民健康保険課 国保システム 

37 健康医療部 国民健康保険課 後期高齢者医療システム 

38 健康医療部 衛生管理課 生活衛生システム 

39 健康医療部 地域保健課 医療費助成給付・結核管理システム 

40 健康医療部 保健センター 健康情報管理システム 

41 環境部 環境政策室 吹田市立やすらぎ苑予約システム 

42 環境部 環境保全指導課 大気常時監視テレメータシステム 

43 都市計画部 都市計画室 屋外広告物管理システム 

44 都市計画部 都市計画室 都市計画情報管理システム 

45 都市計画部 住宅政策室 公営住宅管理システム 

46 都市計画部 資産経営室 市有建築物保全システム 

47 都市計画部 資産経営室 固定資産台帳システム 

48 都市計画部 資産経営室 財産管理台帳システム 

49 土木部 道路室 市民要望管理システム 

50 土木部 道路室 道路台帳管理システム 

51 土木部 公園みどり室 公園管理システム 

52 下水道部 下水道部管路保全室 GAIA サーバ 

53 下水道部 管路保全室 下水道台帳管理システム 

54 下水道部 水再生室 下水処理場・ポンプ場広域監視システム 

55 会計室 財務会計システム 

56 選挙管理委員会事務局 選挙システム 

57 選挙管理委員会事務局 期日前投票システム 

58 水道部 水道部総務室 水道料金システム 

59 水道部 水道部企画室 会計システム 

60 水道部 水道部工務室 マッピングシステム 

61 水道部 水道部工務室 設計積算システム 

 
（2） 
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３ 情報セキュリティ実施手順 

 情報セキュリティ実施手順は、ポリシーの規定に基づき、各室課が所掌するシステムに

ついて具体的な遵守事項を定めるもので、業務システムごとに作成しています。情報政策

室では、各所管で作成の際のひながたとして、別紙のとおり作成しています。 

（3） 
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○○システム 情報セキュリティ実施手順 

令和●年●●月●●日  作成 

令和●年●●月●●日最近変更 

 

１ 趣旨 

本手順は、吹田市情報セキュリティポリシー（以下「ポリシー」という。）の情報セキ

ュリティ基本方針の規定に基づき、○○課が所掌する○○システム（以下「システム」

という。）について具体的な遵守事項を定める。システムの構築や利用に当たっては、本

手順の他、ポリシー及び関連法令を遵守し、情報セキュリティを確保しなければならな

い。 

 

２ 定義 

（１）○○システム 

     △△することをいう。 

（２）CISO 

   ポリシーの「Ⅱ 情報セキュリティ対策基準」１－（１）に定める CISO のことを

いう。 

（３）統括管理者 

     ポリシーの「Ⅱ 情報セキュリティ対策基準」１－（２）に定める統括管理者のこ

とをいう。 

（４）情報セキュリティ責任者 

     ポリシーの「Ⅱ 情報セキュリティ対策基準」１－（３）に定める情報セキュリテ

ィ責任者のことをいい、本手順においては○○部長を指す。 

（５）ネットワーク管理者 

     ポリシーの「Ⅱ 情報セキュリティ対策基準」１－（４）に定めるネットワーク管

理者のことをいう。 

（６）管理責任者 

   ポリシーの「Ⅱ 情報セキュリティ対策基準」１－（５）に定める管理責任者のこ

とをいい、本手順においては〇〇課長を指す。 

（７）システムマネージャ 

   ポリシーの「Ⅱ 情報セキュリティ対策基準」１－（６）に定めるシステムマネー

ジャのことをいう。 

 

３ 実施体制 

（１）管理責任者は、システムの情報セキュリティ対策について、総括的な権限と責任を

これは、システムごとに作成すべき、実施手順のひな型です。吹出し説明部分は全て削除し、各状況に応じて作成してくださ

い。クラウド型のシステムでも、本市が管理者であるシステムについては作成してください。 

作業頻度について本ひな型において「定期的に」もしくは「〇〇に1回」等表

記している部分については、「定期的に」とはせず、業務に支障がない頻度

を定め、手順に記載し、実施してください。 

〇〇には、個別名称を当てはめてください。 
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負う。 

（２）システムマネージャは、システムの情報セキュリティ対策の実施に関する具体的な

事務等について、所掌する。 

（３）システムを利用、管理する吹田市職員、会計年度任用職員（以下「職員等」という。）

及び委託業者等システムを利用する全ての者は、管理責任者及びシステムマネージャ

等の指示に従い、システムの情報セキュリティ対策の確実かつ円滑な実施に努めなけ

ればならない。 

 

４ 情報資産の分類及び管理 

４．１ 情報資産の分類 

（１）情報資産を機密性、完全性、可用性の３つの側面から分析し、重要性に応じ次のと

おり分類する。 

区分Ⅰ：セキュリティ侵害が、市民の権利、利益等へ重大な影響を及ぼす情報資産 

区分Ⅱ：セキュリティ侵害が、事務の執行等に重要な影響を及ぼす情報資産 

区分Ⅲ：セキュリティ侵害が、事務の執行等に軽微な影響を及ぼす情報資産 

（２）システムマネージャ等は情報資産の分類及び目録の作成を行い、管理責任者の承認

を得る。また、変更においても同様とし、見直しは必要に応じて行う。 

４．２ 情報資産の管理方法 

（１）システムにおける重要性区分Ⅰ及びⅡの情報資産は、別紙「○○システム情報資産

目録」で管理し、区分Ⅲのデータの取扱いについては必要に応じ別途定める。 

（２）情報資産の取扱いについては必要に応じて見直しを行い、セキュリティに関する事

故や障害発生時等は必ず見直しを行う。 

 

５ 物理的なセキュリティ対策 

５．１ サーバ室の管理 

（１）サーバ室は常時施錠する。 

（２）サーバ室内には空調機を設置し、室内を適切な温度に保つ。 

（３）サーバ室への入退を記録する。 

（４）サーバ室への立入りは管理責任者、システムマネージャ又は担当職員（以下、「シス

テムマネージャ等」という。）の許可を得た者に限定し、委託業者がサーバ室内で作業

する際は、可能な限りシステムマネージャ等が立会いを行い、作業報告書の提出を受

ける。 

（５）当該情報システムに関連しないコンピュータ、モバイル端末、通信回線装置、電磁

的記録媒体等のサーバ室への持込みを管理する。 

５．２ 機器等の管理 

システムマネージャ等は機器の管理について以下の点を実施する。 

 

情報資産目録はサンプルに従って必ず作成し、最低年 1回は 

見直しをするようにしてください。 

目録は共有フォルダ内での管理でも可です。 

情報政策室が管理するサーバ室又は共通基盤サーバのみを利用

している場合は、５．１（２）は不要のため、項番を繰り上げてくださ

い。個別にサーバ室を保有で、５．１（２）が未整備の場合は、情報

政策室へ相談してください。 

５．２（１）アは、現状に応じて変更してください。（鍵のかかる〇〇課専用の部屋、等） 

（5） 
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（１）機器の管理 

ア パソコンについては、物理的な盗難対策としてワイヤー等による固定又は鍵付のロ

ッカー等に保管する。 

イ 火災、水、埃、振動等の影響の無い場所にて管理する。 

ウ サーバ及びパソコン等機器の搬入出時及び情報（紙媒体、電子媒体）の移動時には、

必ずシステムマネージャ等が立会う。 

 

 

 

（２）無停電電源装置の設置 

ア システムには、無停電電源装置を備える。 

イ システムマネージャ等は、無停電電源装置が正常に動作するか、容量は充分かどう

かを最低 1 年に 1 回はテストする。 

（３）ケーブルの敷設 

ア 通信ケーブルを配線する場合、ネットワーク機器とパソコン間の配線には保護カバ

ーをつける。 

イ 電源及び通信ケーブルは、損傷の有無、不要配線の有無について、必要に応じて点

検する。 

 

６ 人的なセキュリティ対策 

６．１ パソコンの利用及びパスワードの管理 

（１）使用中のパソコンから離れる場合は、必ずロックを行う。 

（２）長時間パソコンから離れる場合は、必ずパソコンの電源を切る。 

（３）プリントアウトしたものはすぐにプリンタから取り出す。 

６．２ ＩＤ及びパスワードの管理 

（１）職員等は、自分に割り当てられたＩＤ及びパスワードを適切に管理し、他人に利用

させない。 

（２）パスワードは定期的に変更する。また、パスワードが漏洩した恐れのある場合は、

直ちにパスワードを変更し、管理責任者に報告する。 

（３）パスワードファイルを保管する場合は、業務用データファイルとは別のフォルダに

暗号化等セキュリティ対策を施して安全に保管する。 

６．３ ログイン手順 

システムへのログイン時の失敗許容回数を定める。 

６．４ システムの変更管理 

（１）システムの追加又は変更を行おうとする場合には、まず、関係法令及び他市の状況

確認と、業務のプロセス確認を行ったうえで、管理責任者の判断により情報システム

化計画書を作成し、情報政策室へ提出する。なお、必要に応じて事前に情報政策室へ

情報政策室が管理するサーバ室又は共通基盤サーバのみを利用している場合は、

５．２（２）は不要のため、項番を繰り上げてください。 

タブレット等を利用している場合は、「パソコン」を適宜修正し

てください。 
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相談する。 

（２）委託業者が作業を行う場合は、事前にシステムマネージャ等が作業内容を確認のう

え、２名以上で作業する等、作業ミスを防ぐように管理する。 

（３）システムマネージャ等は、システムに関するソフトウェア及びハードウェアの変更、

追加、修正等何らかの変更を行った場合は、その内容を記録する。また、委託業者が

作業を行った場合は報告書の提出を受け、確認する。 

（４）変更の記録等は適切に保管し、いつでも閲覧できるようにしなければならない。 

 

７ 技術的なセキュリティ対策 

７．１ アクセス権の管理 

（１）システムマネージャ等は、システムを利用する職員等に対して、システムのアクセ

ス権を決定し、管理責任者の承認（決裁）を得る。 

なお、委託業者等に対してはシステム開発の責任者及び作業者を特定し、期間を決

めて付与する。 

（２）システムマネージャ等は、決定に基づいたアクセス権をプログラムに設定し、決め

られたとおりアクセス権が設定されているかどうかの確認テストを行う。パスワード

の発行に際しては、仮パスワードを直接本人に発行し、本人が正規のパスワードへ変

更する。 

（３）システムマネージャ等は、設定したアクセス権について、職員等の異動・出向・退

職、システム構成変更時、又は例外的な処理が発生した場合には、７．１（１）と同

様の手順で適宜見直しを行う。特に、管理責任者は、不必要な権限が放置されていな

いか点検を行う。 

（４）管理責任者は、管理者権限等の特権を付与された ID を利用する者を必要最低限の

人数に定める。また、当該 ID 及びパスワードの漏えい等が発生しないように厳重に

管理する。 

７．２ ログの管理 

（１）サーバ、ネットワーク機器のアクセスログ、エラーログ、イベントログ、統計デー

タ等を管理する。 

（２）アクセスログデータは５年間、それ以外のログは〇年間保管する。 

（３）ログデータを媒体に記録した場合には、採取日時、ログ内容について明記し、ログ

データ管理簿に記載した後、適切に保管する。 

（４）管理責任者は、取得したアクセスログデータを１か月に１回点検し、それ以外のロ

グについてはシステムマネージャ等が確認する。可能であればログ分析機能を設け、

必要に応じて悪意のある第三者等からの不正侵入、不正操作等の有無の確認を行う。 

７．３ バックアップの実施 

（１）システムのサーバ等に記録されたデータについては、定期的にバックアップを実施

する。また、定期以外にソフトウェアの変更・更新を行った場合には、その都度デー

共通基盤サーバのログイン認証を用いてシングルサインオンを行うシステム

であってもアクセス権の管理は必須です。 

ログデータの種類、保存方法、期間は適宜判断して記載してください。ただ

し、アクセスログは５年以上を推奨します。 

1 回/月のアクセスログ確認は必須、その他は適宜判断して記載してください。 

媒体利用をしない場合には７．２（３）を削除し、項番を繰り上げてください。 
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タバックアップとシステムバックアップを実施する。 

（２）バックアップデータを媒体に記録した場合には、バックアップ日時、データの内容

について明記し、バックアップデータ管理簿に記載した後、適切に保管する。なお、

情報を記録した電磁的記録媒体を長期保管する場合は、書込禁止の措置を実施する。 

 

（３）バックアップが確実に実施されているかどうか最低 1 か月に一回は確認する。 

 

 

 

 

 

７．４ 不正プログラム対策 

（１）システムのウイルス対策として、ウイルスチェックソフトを導入する。 

（２）ウイルススキャンは、１か月１回以上、全ファイルをスキャンするよう設定を行う。 

（３）ウイルスの感染が認められた場合は、直ちにシステムの利用を停止し、パソコンの

場合はネットワークから直ちに切り離し、システムマネージャ等及び管理責任者に連

絡し指示を仰ぐ。 

（４）管理責任者は、ウイルスの被害を受けた場合は、吹田市庁内ネットワーク取扱手順

に基づき、「コンピュータウィルス被害届」を提出する。 

７．５ システム仕様書等の管理 

（１）管理責任者は、システム開発及び保守に関連する資料並びにシステム関連文書を整

備し、適切に保管する。 

（２）管理責任者は、システムを変更した場合、変更履歴とともにシステム仕様書等を修

正する。 

７．６ 無線 LAN の設定 

  無線 LAN の設定及びセキュリティ対策については、管理責任者及び情報政策室の指示

をもとに適正に行う。 

７．７ テスト環境の管理 

システムは、原則としてテスト環境とシステム運用環境を分離しなければならず、重

要性区分Ⅰ又はⅡのデータをテストデータとして使用してはならない。 

７．８ リモート保守  

（１）リモート保守を実施する場合は、ネットワーク管理者及び当該情報システムを管理

する管理責任者の許可を得なければならない。 

（２）リモート保守については、夜間・休日の緊急対応など、アクセスが必要な合理的理

由を有する場合に、必要最小限の者に限定しなければならない。 

（３）リモートログインで本人確認を行う機能については、通常の認証方法に追加する形

媒体利用をしない場合には７．３（２）を削除し、項番を繰り上げてください。 

７．３（３）確認を行う頻度は最低でも 1 週間に 1 度を推奨します。 

ウイルスチェックソフトやスキャンをシステム独自に導入せず、情報政策室が管理する共通基盤サーバのみを利用

している場合は、７．４（１）（２）は不要のため、項番を繰り上げてください。 

所属内全員の利用するパソコン等機器が有線のみ利用の場合は、７．６

は不要のため、項番を繰り上げてください。 

テスト環境がない場合は、システム更新時に忘れず対応するよう計画してくだ

さい。それまで、７．７の前段は不要です。 

リモート保守をしない場合は、７．８は不要です。 
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で複数要素の認証方法を確保しなければならない。 

（４）リモート接続する際のネットワークはVPN接続やそれに準ずる接続方法を利用しなけ

ればならない。 

（５）保守事業者がリモート保守を実施した場合は、保守内容（日時、作業者、接続場所、

作業内容等）を記載した報告書の提出を受け、確認する。 

（６）リモートでログインしたことを後から確認できるよう、リモートログインと通常の

ログインを区別できるように設定し、ログを記録できるようにする。記録したログは

定期的に確認する。 

（７）上記（１）～（６）によらない事項については、情報セキュリティポリシーに規定

する「職員による外部からのアクセス等の制限」に準じた取扱いをするものとする。 

８ 運用面におけるセキュリティ対策 

８．１ システムの監視 

（１）管理責任者は、セキュリティに関する事案を検知するため、システムを障害検知機

能等により常時監視する。 

（２）管理責任者は、サーバの正確な時刻設定及びサーバ間の時刻同期ができる措置を実

施する。 

８．２ ポリシーの遵守状況の確認 

管理責任者は、システムの設定等におけるポリシーの遵守状況について、定期的に確

認を行い、問題が発生していた場合には適切かつ速やかに対処する。 

９ 外部委託 

管理責任者は、システムの開発、運用、保守等を外部委託する場合には、委託先事業

者において必要なセキュリティ対策が確保されていることを最低１年に１回は確認し、

必要に応じ、契約内容に基づき措置しなければならない。また、その確認内容を重要度

に応じて CISO、統括管理者、情報セキュリティ責任者及びネットワーク管理者に報告す

る。 

 

１０ システムのライフサイクル管理 

管理責任者は、システムの保守契約期間等を考慮して、業務のプロセス見直しや次期

更新時期の検討等システムのライフサイクルを管理する。 

 

１１ 研修 

管理責任者は、システムマネージャ等に対して最低１年に１回は研修を実施するもの

とし、システム、人員の変更時にも必ず実施する。また、管理責任者及びシステムマネ

ージャ等はセキュリティに関する各種研修に積極的に参加する。 

 

 

８．１（１）障害検知機能等がない場合、代替策を記載してください。 

委託（再委託）先のセキュリティ対策の確認（監督）について、例えば、視察、報告書の提出を受ける等記

録の残るようにしてください。確認しなければ委託料の支払いは不可です。 
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１２ 自己点検 

管理責任者は、本手順を職員が閲覧できるようにし、システムについて定期的に自己

点検を実施し、最低１年に１回は情報セキュリティ責任者へ報告する。CISO、統括管理

者、情報セキュリティ責任者、ネットワーク管理者、マイナンバー制度推進会議及び当

該会議各部会が求めた場合は、自己点検の結果及び点検の結果に基づく改善策等を報告

する。 

 

１３ 情報セキュリティ障害・事故の対応 

障害・事故発生時の対応は、別紙「障害発生時対応フロー」に沿って行う。 

 

１４ 緊急時の連絡先 

緊急時は、内容に応じて、別紙「緊急連絡先一覧」に記載の相手に連絡をとり対処す

る。 

 

１５ 評価及び見直し 

管理責任者は、システムの更新、ポリシーや関連法令の見直し、セキュリティ侵害の

リスク分析、情報セキュリティ監査、ネットワーク等技術の進歩等の状況に応じ、本手

順を見直すものとする。 

 

１６ その他 

別紙フローは、本手順と必ずセットで決裁、保管し、目につくところに張り出してください。フ

ロー（サンプル）は必要に応じて補足説明等の追記を行ってください。 

連絡先一覧は、形式は問いませんが、必ず本手順とセットで決裁、保管してください。 

手順として定めておくべき事項が他になければ、１６は不要です。 
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障害発生時対応フロー

職員等が

障害を発見

システムマネージャへ

報告する

職員で対処できな

い障害か？

職員で

復旧対応を実施する

管理責任者に

報告する

保守業者等に復旧

対応を依頼する

障害台帳に

記録する

市民サービス等に

影響が出ている

管理責任者に

報告する

統括管理者、情報セ

キュリティ責任者及び

ネットワーク管理者に

（1時間おきに）

障害が続いている

統括管理者、情報セ

キュリティ責任者及び

ネットワーク管理者に

統括管理者、情報セ

キュリティ責任者及び

ネットワーク管理者に

対応完了

対応完了

Yes

No

Yes

対応完了

No

障害台帳に

記録する

障害台帳に

記録する

情報セキュリティに問題が

発生している又は発生の

可能性があるか？

Yes
No

情報セキュリティの観点（障害対応と同時進行又は優先進行）
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議案第 25号参考資料 

行政経営部情報政策室 

 

本市における自治体ＤＸの進捗状況及び情報システム等の標準化に関する市独自制度の取扱 

 

第１ 自治体ＤＸの推進状況 

 項目 進捗状況（令和３年度（2021 年度）の主な取組） 

１ 
システム標準化 

・クラウド化 

（下記「第２ 情報システム等の標準化に関する市独自制度の取扱」のとお

り。） 

２ 
ペーパレス 

・手続の電子化 

（１）「吹田市行政手続の電子化取組方針」の制定 

（２）上記方針に基づく、各部の所管手続の棚卸及び「手続電子化推進計画

（案）」等のホームページ公開 

（３）オンライン会議システムの導入 

（４）関連施策の予算化 

ア 「ぴったりサービス」に関するシステム整備 

イ 手続電子化支援に関するコンサルティング体制強化 

３ キャッシュレス決済 

（１）「キャッシュレス決済導入に係る基本的な考え方」の策定 

（２）各種窓口におけるキャッシュレス決済導入に関する予算化 

（３）電子申込システムにおけるキャッシュレス決済機能追加に関する予

算化 

４ 先進的 ICT の活用 

以下の施策に関する予算化 

（１）AI-OCR（AI を活用した OCR（光学式文字読取装置）読取による、手書

き書類のデータ化） 

（２）ローコード開発ツール ※令和４年度（2022 年度）～令和６年度（2024

年度）までの実証実験 

（３）職員向け情報共有ツールの利用拡大 

（４）テレワークシステム 
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第２ 情報システム等の標準化に関する市独自制度の取扱 

１ 標準化の概要 

 令和３年（2021 年）９月から、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」が施行さ

れたことに伴い、令和７年度（2025 年度）末までに、住民記録や税などの２０業務システムを、

標準化・共通化していく必要があります。 

対応にあたっては、総務省が示す「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書」に従

い作業を進めています。 

 

２ 進捗状況 

（１）令和３年度（2021 年度）の実施作業内容 

  ア 推進体制の立上げ 

 全庁横断的な調整と全体方針を決定するため、主に課長級で構成する「システム等標準化

検討会議（以下「検討会議」という。）」を設置。 

イ 現行システムの概要調査 

（ア）標準化対象業務と現行システムのシステム単位での紐づけ確認。 

（イ）（ア）で特定した現行システムに対し、サーバの状況、他システムとの連携、端末等、

主にシステム視点での対応範囲について確認。 

（ウ）現行システム事業者に対し、標準化対応の可否等の確認。 

ウ 全体方針策定 

       今年度末までに「吹田市システム等標準化方針」を策定する予定。 

 

（２）令和４年度（2022 年度）の予定作業内容 

  比較的システム規模が大きい業務（住民記録、税、国民健康保険、後期高齢者医療、健康管理）

について以下の作業を予定。 

  ア 標準仕様書と現行システムの仕様との比較分析 

  イ ＲＦＩ（情報提供依頼）の実施、結果分析及び移行計画詳細化 

  ウ システム調達に関する予算要求 

   

３ 市独自制度の取扱 

  標準仕様書との整合性について、今年度の成果（上記２（１）イ）を基に具体的な作業（上記

２（２））を進めた上で、その過程で明らかになった市の独自の制度・取組等については、検討

会議にて取扱を決定していく予定。 
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 議案第２５号参考資料 

税務部税制課 

 

税務システム標準化対応等支援業務の委託による拡充について 

 

１ 概要 

現行の税務システムが令和５年度（2023年度）末で契約期間の満了を迎える中で、令和３年（2021

年）９月にシステム標準化に関する法律が施行され、令和７年度（2025 年度）末までに並行して、

システムの標準化対応の再構築を行う必要があります。さらに、システムの標準化に対応するた

めに、現行業務の手順等の見直しや、再構築後の新システムに合わせた事務処理方法を検討する

必要性、また、税務部では、当初課税業務等において、超過勤務が集中し、職員負担が増大して

いること等の課題を抱えています。 

これらの課題を解決するために、システム再構築を契機として、平成３１年（2019 年）４月策

定の「業務プロセスの改善に関する基本的な考え方」に基づき、業務の整理、見直しを行い、Ａ

ＩやＩＣＴの活用、民間事業者の専門性やノウハウの活用など、コンサルタント事業者が持つ高

度な専門知識と豊富な経験から支援を受け、効果的かつ効率的にシステムの再構築及び課題解決

を図ろうとするものです。 

 

２ 予算額 

  （１）令和４年度（2022 年度） 

     税務システム標準化対応等支援業務委託料      ７２，２７５千円 

     コンサルタント事業者選定学識経験者謝礼金         １２千円 

  （２）債務負担行為 

ア 事項 

 税務システム標準化対応等支援業務 

イ 期間 

令和５年度（2023 年度）～令和７年度（2025 年度） 

ウ 限度額 

１１６，６９４千円 

 

３ 今後のスケジュール（予定） 

  （１）令和４年（2022 年）４月～７月  コンサルタント事業者選定 

  （２）令和４年（2022 年）８月     業務開始 

 

 

 

 

 

 

（１） 
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議案第２５号参考資料 

消防本部 総務予防室 

 

 

（仮称）北消防署北千里出張所建設ほか工事設計業務の詳細 

 

１ 事業概要 

  北部消防庁舎等複合施設建設に伴い、北消防署が南千里地域に移転した後も、中

央環状線以北の消防力を継続的に維持するため、空白期間を設けずに現状の敷地内

に規模を縮小した消防出張所を整備します。 

 

２ 整備方針 

（１）現北消防署を使用継続した状態で裏庭部分の倉庫等を解体し、仮出張所を建設し

ます。 

（２）仮出張所竣工後に現北消防署本館等を解体し、（仮称）北消防署北千里出張所を

建設します。仮出張所跡は、総務部危機管理室の備蓄倉庫として活用する予定です。 

 

３ 設計業務内容 

（１）現北消防署倉庫等解体工事設計業務 

（２）仮出張所建設工事設計業務 

（３）現北消防署本館等解体工事設計業務 

（４）（仮称）北消防署北千里出張所建設工事設計業務 

 

４ 設計委託料 

令和４年度（2022 年度）歳出予算：14,960（千円） 

令和５年度（2023 年度）債務負担行為：50,740（千円） 

 

５ スケジュール案 

 

設計業務

6 7 8 9 10 11126 7 8 9 10 1 2 3

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

2 3 4 5 1211月 4 5 1
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議案第２５号参考資料 

消防本部 総務予防室 

 

 

南消防署南正雀出張所の建設工事費の詳細 

 

１ 事業概要 

  救急車の配備が不能等、従前から大きな課題となっていた消防出張所としての機

能不足及び職場環境の改善のため、近隣地に移転建替えし、消防力の強化及び仮眠

室の個室化等の生活環境の改善を実施します。 

 

２ 建設工事費の内訳 

（１）新出張所建設工事費 

令和４年度（2022 年度）歳出予算：52,052（千円） 

令和５年度（2023 年度）債務負担行為：419,265（千円） 

（２）新出張所建設工事監理委託料 

令和４年度（2022 年度）歳出予算：4,495（千円） 

令和５年度（2023 年度）債務負担行為：12,738（千円） 

 

３ スケジュール案 

 
 

 

建設工事

10 11 12 1 2 34 5 6 7 8 910 11 12 1 2 3

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

月 4 5 6 7 8 9
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